
様式第１号                  

審 査 基 準 整 理 票 

 
 

処 分 名 
社会福祉法人以外の者への養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホ

ームの経営許可を受けた者が申請事項を変更する際の許可 

 

根 拠 法 令 名 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）  （条項）第６３条第２項 

基 準 法 令 名 

社会福祉法（昭和２６年法律第４５号） 
 （条項）第６３条第３項にお

いて準用する第６２条第４項 

養護老人ホームの設備及び運営に関する基準 

（昭和４１年厚生省令第１９号） 
 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準 

（平成１１年厚生省令第４６号） 
 

軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準 

（平成１２年厚生省令第１０７号） 
 

所 管 部 署 健康保険部 長寿施設課 

標準処理期間          ６０ 日 法定処理期間          ― 日 

 【審査基準】 ・文書の名称 

【 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について 

（平成１２年３月３０日老発第３０７号厚生省老人保健福祉局長通知） 】 

【 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について 

（平成１２年３月１７日老発第２１４号厚生省老人保健福祉局長通知） 】 

【 軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準について 

（平成２０年５月３０日老発第０５３０００２号厚生労働省老健局長通知） 】 

        ・掲載図書等【                           】 

        ・内容    □全部記載   ■一部・項目のみ記載 

 

  ［社会福祉法人以外の者への養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホームの経営許

可を受けた者が申請事項を変更する際の許可に係る審査基準］ 

   社会福祉法人以外の者への養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホームの経営許

可を受けた者が申請事項を変更する際の許可は、申請に係る事業の種類に応じ社会福祉法第６

５条の規定に基づき厚生労働大臣が定めた最低基準（養護老人ホームの設備及び運営に関する

基準、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準又は軽費老人ホームの設備及び運営に

関する基準）及び上記通知並びに社会福祉法第６２条第４項各号に定める第１種社会福祉事業

の許可に係る基準に準じて行うものとする。 

   なお、上記省令及び通知は、担当課において備え置く。 

 



 

参 考 

 ［根拠法令］ 

   社会福祉法 

   （社会福祉施設に係る届出事項等の変更） 

   第６３条 略 

   ２ 前条第二項の規定による許可を受けた者は、同条第一項第四号、第五号及び第七号並び

に同条第三項第一号、第四号及び第五号に掲げる事項を変更しようとするときは、当該都

道府県知事の許可を受けなければならない。 

   ３ 略 

 

  ［参考法令］ 

   社会福祉法 

   （社会福祉施設の設置） 

 第６２条 １～３ 略 

  ４ 都道府県知事は、第二項の許可の申請があつたときは、第六十五条の規定により都道府

県の条例で定める基準に適合するかどうかを審査するほか、次に掲げる基準によつて、そ

の申請を審査しなければならない。 

一 当該事業を経営するために必要な経済的基礎があること。 

二 当該事業の経営者が社会的信望を有すること。 

三 実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関する経験、熱意及び能力を有すること。 

四 当該事業の経理が他の経理と分離できる等その性格が社会福祉法人に準ずるものであ

ること。 

五 脱税その他不正の目的で当該事業を経営しようとするものでないこと。 

  ５～６ 略 

 

 

 

※ 審査基準の内容すべてを記載することができないときは、当該審査基準が記載された図書等の  

 縦覧をもって代えることができる。 


